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かった。本稿ではこれ らの点に着眼 し、異なる角度から日本の経営特質について再考 し
たい。筆者 らは、90年代後半以降、 日本の国内外の組織における、管理スキル及び人的











行 し、 日本の企業システムは欧米とは著 しく異なる文化的基盤の上に成り立っているこ
とを指摘 した。そこでは、新卒者の一括採用 を基盤 にした終身雇用 と年功賃金制、それ
に付随する内部昇進の職場慣行等の諸制度 ・慣行が 日本的経営の特性であるとされ、 日
本的経営の制度的特徴が析出された。 占部(1977、1978)は 、 日本に固有の経営諸制度
が、企業 と従業員の長期的な交換関係(終 身雇用)と それを支える労働市場の特性のう
えに成立するものと主張 している。また、小池(1977、1981)は 、 日本的雇用 ・人事制
度の特徴が日本固有のものであるか どうかの実証的な分析を試み、企業内の教育訓練、
ジョブ ・ローテーシ ョン、長期的評価 を通じた熟練の形成を日本企業の制度的特徴 とし
てあげている。こうした一連の研究は、1980年 代以降の日本企業の国際化の進展に伴 う





第2の 視点が文化論的視点である。 この文化論的アプローチに属す る研究は、 日本的
経営システムの源泉を 日本社会の文化的な独 自性の中に見出そうとするものであ り、 日
本的経営の特殊性 ・普遍性をめぐる議論が中心に展開されるところがその最大の特徴で





探る。他にも、岩 田(1977)は 日本的経営の組織編成の原理 として、安定性志向、集団
的編成、義務の無限定性などをあげ、これ らが 日本人の心理的基盤のうえに成 り立っも
のであると主張している。また、西田(1982)に おいては、 日本企業の組織原理を 日本
社会に見 られる社会的結合原理の反映であるとする議論が展開されている。これ ら国内
の研究は主 として、人 と人 との繋が りのあ り方(社 会的結合)、 あるいは人 と人 との
相互作用のあり方(社 会的相互作用)に 焦点を合わせ るものが多く、 「集団論的研究」




論的視点か らの研究では、いわゆる集 団主義の特徴のい くつかは日本に固有のもので
はないとしている。Ouchi(1981)は 、集団による意思決定や集団責任など日本独自の集
団主義志向があるものの、日本的経営に見られる信頼に基づいた集団は米国の優良企業











研究が多数蓄積 される中で、 日本企業固有の戦略的特性 に着眼する研究分野が新たに
芽生えつつある。すなわち、制度論 ・文化論が明らかにした企業の静態的構造のみな
らず、組織の環境適応 といった動態的な部分 を明らかにしようとする試みがなされて
いる。加護野 ・野中 ・榊原 ・奥村(1985)は 、の 日米の大企業を対象に比較研究を行
い、企業の環境適応 の基本類型 として 「VHSBモ デル」を提起 している。 このモデル
は、 「グループ ・ダイナ ミクス」 と 「ビュー ロクラティック ・ダイナ ミクス」 を両極
とす る企業の 厂組織編成の方法」及び 「オペ レーシ ョン志 向」 と 「プロダク ト志向」
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を両極 とす る 「環境 との相互 作用の方 法」 とい う2次 元 の交差 に よ り、企業 の環境適応
の あ り方 が4つ の基本類型 に分類 され る ことを指摘 して いる。す なわ ち、V(venture)
型、H(humanrelation)型 、S(strategy)型 、B(bureaucracy)型 の4類 型 であるが、 こ
の調 査で は、 日本企業 の多 くがH型 の適応 要素 を持つ こ とが明 らかに された。換言す る
と、 日本企業の特質は、集団凝集性 の高い組織 を編成 し、環境 適応の方法 と してオペ レ
ー シ ョン志向の戦略 を とるこ とが明 らか にされた。す なわち、 日本企業の環境適応方法
としてのオペ レー シ ョン志 向は、新 た な事業や製品 のコンセプ トを創 り出す よ り、む し
ろ欧 米の企業が開発 した製 品や技術 を優れて 日本的 に導入 す るに注力 し、いか に高 品質
にかっ低 コス トの生産 を実現す るか とい った、生産 に関するオペ レー シ ョンへ の志 向で




営は 「三種の神器」、 「集団主義」、 「オペ レーション志向」 といった諸特徴を兼ね備
えたものであるということできよう。すなわち、こうした制度、文化、戦略の各諸特性
が三位一体となって1つ のシステムを形成 しているところに、これまでの日本的経営の
特性があったといえる。 しかしなが ら、とりわけ日本企業の 「人的資源」の特質を理解
するためには、先行研究ではとりあげられてこなかった、2つ の視点からその特質を議
論する必要があるだろう。
1つ は、組織成員の 「行動的」側面における特徴である。企業とい う組織体を形成す




か ら検討する。この作業は、人的資源管理の 日本的特徴を管理者の行動の側面か ら理解
するのに役立っであろう。
いま1つ は、人的資源管理(HRM)施 策の 「戦略的」側面における特徴:である。前
述のように、加護野 らの研究では、 「組織の環境適応」に焦点をあてた日本企業の戦略
的特質が吟味されたが、 「人的資源管理」に焦点をあてた競争優位達成の戦略に特化 し














管理者 が 日常の業務 を遂行す る際 に行使す るいわ ゆる 「管理 スキル 」には多様 な側 面
がある。過 去の研 究にお いて も、管理者 のス キル に関 し、多次元 を含む ス キル 項 目が
提起 されて きた。例 えば、 アセス メン ト ・セ ン ター方式 での管理能 力評価 次元(Bray,
Campbell&Grant1974;Finckle1978;Wakabayashil980)、Mintzbergの管理者役割 の10側
面(Minzbergl973;Szilagyi&Wallace1987)などがそれ にあたる。筆頭著者 の研究 グル
ー プは、 これ ら先行研 究 を踏 まえた上 で、22項 目か らなる独 自の管理ス キル項 目を開
発 した(Chen&Wakabayashil997a、1997b)。管理 スキル の測定 は、 日常 の管理業務 に
お いて、各 管理者 が当該 ス キル を どの程度 使用 してい るか(ス キル 活用頻 度)に つ い
て 、5点 尺度(「 毎 日使 用」=5～ 「使用せ ず」=1)の5点 尺度 で測定が試 み られ て
い る。調査方法は質問紙 法で、1996年 か ら1998年 にかけて、 日本(n=382)、 中国(n-519)
、台湾(n-140)、 シンガ ポール(n-25)、 フィ リピン(n-116)、 タイ(n=109)、 マ レー シア
(n-101)、 イ ン ドネシア(n=38)、 ベ トナム(n=21)、 イ ン ド(n-48)を 含む、ア ジアの10の 国
或いは地域の管理者1,499人 か ら回答を得 て、分析 に使 用 された。
管理 スキルの次元性 を検討 す るため、 この全1,499サ ンプル を もとに、22項 目の管理
スキル尺度の因子分析 が行 われ ている(Wakabayashi,Chen&Kondo2001)。その結果
(表1)、22項 目の管理 スキルは大き く4つ のス キル次元 に集 約 され る。第1は 、 「集 団
効果性」構築のス キル の因子であ り、使命 の呈示 、構 造設定、チー ムワー ク、動機 づ け
な どの スキル 項 目が高 い因子負荷 量を示 してい る。 第2は 、 「事業革新 」ス キル 因子 で
あ り、 この因子 には問題発 見、意思決定、戦略的思 考、革新性等 のスキル項 目が高い負
荷量で対応 してい る。第3因 子は 「成果形成 」 スキルで 、具体的 な構成項 目と しては、
品質管理、利潤動機、顧客満 足への感 受性 、計数管理 、技術的専 門性等 のスキル か らな
ってい る。:最後に、第4因 子 は、 厂人 間管理 」 スキル の因子であ り、人材 の適切活 用、
公 平処遇 、メンバー シ ップ、高潔性か らな って いる。
若 林 ・陳 ・黄(2000)に よると、これ ら4次 元 の各管理 スキルは、経営組 織 にお け る
ビジネス ・プ ロセスの各局面 に概 ね対応 してい る としてい る。すなわ ち、PDCAや 方
針 管理 、創 造的問題解決法 、経 営計画 法等々の分野 において実践 されてい るよ うに、企
業 の創 造的問題 解決や ビジネ ス活 動を、 「戦略 ・決 定」→ 「組織化 ・動員」→ 厂人 間関
係 管理 」→ 「成 果達成」 とい う4つ の ビジネス局面 のサイ クル と して捉 える見方 が存在
す る(Basadurl996;Basadur&Wakabayashil990;根本1983)。 筆頭著者 らに よって確認 さ
れ た4つ のスキル次元 は この ビジネス ・プ ロセス の4局 面 と対応 関係 にあ り、 「事 業革
新」 スキル(戦 略 ・決定局面)→ 「集 団効果性 」ス キル(組 織化 ・動員局面)→ 厂人間
管理」 スキル(人 間関係管理局面)→ 「成果形 成」 スキル(成 果 達成局面)へ と、 ビジ
ネ ス活動 のサイクル的な移行 に伴 い、重視すべ き管理 スキル が変化 してい くと説 明づ け
られてい る(若 林 ・陳 ・黄2000)。
3-2.ア ジア!0力 国 ・地域の管理者比較
上述で確認 した4次 元の管理スキルが、アジア10力 国 ・地域においていかなるパター
ンを形成 し、 日本の管理者のスキル活用パターンを認識す ることが本稿の第1の 目的で
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表1.管 理スキル(活 用度)尺度の因子分析結果
項 目 F1 F2 F3 F4 h2
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21,公 平処遇
22。人材適切活用

















ある。先にも述べたが、各管理スキルは1点 層(使用せず)～5点(毎 日使用)に よって測
定され、得点が高いほど、各国 ・地域の管理者 は、当該スキルを日常的に使用 している
と認知 している。 したがって、素点をそのまま示 した場合 には、スキル項 目の得点は1
～5点 の範囲に分布する。 しかしなが ら、この方法では、スキルの活用頻度に関する絶
対的水準が国 ・地域ごとに異なり、国 ・地域別間での管理スキル発揮パターンの比較が
困難 となる。例 えば、フィリピンやイン ド、イン ドネシアなどの管理者は、全スキル項
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目において店用頻度の得点が非常に高い値 を示 していたものの、 日本人の管理者は各
項 目ともスキルの活用頻度を非常に低く評価 し、相対的に低い得点を示す傾向にあった
(Wakabayash1,Chen&Kondo2001)。 このことを単純に解釈すると、 日本人は管理ス




端的に言えば、控えめな 日本人は各項 目に対 しより慎重な評価を与えていることは十分
に予測できるし、またその逆も考えられる。 こうした、絶対的な水準における国 ・地域
別のバイアスを統制 し、国 ・地域別のスキル店用のパターンを明確に示すために、項 目
間での得点の標準化が行われた。具体的には国 ・地域 ごとに、スキル項 目の平均値が
0、 標準偏差が1と なるようz変 換を施 した。
さて、このような手続きによって比較 した国 ・地域 ごとのスキル活用頻度の結果が図





水準に位置 している。第2の パターンとして、中国 ・台湾 ・シンガポールの管理者1にみ
られ るスキル発揮のパターンが挙げられる。そこでは、成果形成スキルが高水準に位置
しているものの、事業革新スキルはアジアの管理者の中で最も低い。 さらに、第3の パ
ターンとして、他のASEAN地 域 とイン ドの管理者によって示されているスキル発揮
パ ターンが挙げられ よう。すなわち、彼 らの成果形成スキル と事業革新スキル発揮度
は、 日本人管理者 と中国 ・台湾 ・シンガポールの管理者 との中間に位置 しているもの
の、人間管理スキル と集団効果性スキルは中国 ・台湾 ・シンガポールの管理者 と基本的
に同様な水準に位置 している。





スの局面に関する議論(若 林 ・陳 ・黄2000)に 当てはめると、 日本人の管理者行動が
より鮮明となるだろ う。すなわち、厂戦略 ・決定」局面 → 「組織化 ・動員」局面→ 「人
間関係管理」局面 → 「成果達成」局面へ とい うビジネス ・プロセスのフローの中で、 日
本人管理者は、戦略 ・決定や組織化 ・動員 といった事業プロセスの前半局面において鍵




図1・2グ ループで の管理 スキル発揮パ ター ンの違 い
1調 査対象 となったシンガポール管理者は、主に華僑系であったため、中国 ・台湾と類似 したスキ
ル発揮パターンとなったことが考えられる。
210の 国或いは地域を、4次 元の管理スキル発揮得点によって分類するクラスター分析を行った
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か るよ うに、 日本 を除 くアジアの管理者 は とりわけ、人間管理 のスキル に極 めて強い コ
ミッ トメン トが見 られ る点 も興味深い。す なわち、中国 ・台湾 ・シンガポールや イン ド、
ASEANと い ったア ジア諸 国の管理者 が 「人 間管理 」・「成果」志 向なのに対 し、 日本










いかに構造化 し、全体 としてのシステム(H:RMシ ステム)を 形成 しているかといった
点については、未だ十分には検討 されてはこなかった。 この点について、筆者 らが実施
した 日本型人的資源管理 と業績の関係 に関する質問紙調査の結果を紹介 しつつ考察 して
いく(Takeuchi&Chen2001;Takeuchi,Chen&Wakabayashi,Underreview)。
まず、 日本型人的資源管理の項 目として、制度的研究の先行研究を参考に15項 目が抽
出された(澤 木1996)。 具体的には、長期的な雇用施策、年功を重視 した処遇体系、退
職金制度、改善提案制度、QCサ ークル活動、目標による管理(MBO)、 職種別教育、
階層別教育、新入社員教育、運動会等 の体育的活動、文化的活動、社内報の発行、独
身寮 ・社宅の設置、従業員持株制、住宅ローンの15項 目である。 これ らは先行研究に
よって、その 日本的特質が指摘 されているものである。筆者 らの研究では、この15項
目が4つ の次元性を持つことを仮定 し、また各HRMの 次元が組織 内でいかなる役割
を果た し、いかに経営成果に結びついていくかをモデル化している(Takeuchi,Chen&
Wakabayashi,『Underreview)。 表2は それをもとに筆者 らが一部修正 したものだが、そこ
では、 「長期雇用」、 「福利厚生」、 「技能形成」、 「問題解決」を含む4つ のHRM
次元が提起 されている。また、表2で は、これ らのHRM各 次元が組織内にいかなる結




内にプロフェッショナルの風土やマイン ドセ ットを醸成 し、個人の学習能力を強化 させ
る方向に作用する。 さらに、QCサ ークルなどの小集団活動に代表される、組織内の問








以上の ようなHRM施 策の次元性 とその業績 との関連 を検討す るため、筆者 らの
研究 グループによって質問紙調査が実施 された。調査は1998年9.月 に実施 され、調査
対象は在中国 ・台湾の日本企業1,796社 であった。その うち中国本土の 日本企業229票
(16.1%)及 び、在台湾の 日本企業57票(15.1%)が 回収 され分析に使用 された。質問
紙では、前述のHRM施 策15項 目に対 して実施(=2)・ 非実施(=1(の 回答を求め
た。業績指標 としては、客観的指標として 「売上高経常利益率」(以 下、利益率:一10
%以 下=「1」 ～10%以 上=「2」 の5段 階評定)を 、主観的指標 として 「主観的業績
評価」(以 下、業績評価:低 迷 している=「1」 ～急成長 している=「6」 の6段階評
定)を 採用 した。





(4)問 題解決(QCサ ークル活動、改善提案制度、 目標による管理)の4次 元の構…造を有
している点が確認 された3。
さらにこの4次 元のHRM施 策が全体として、いかに業績指標 に影響を与えているか
を検討 した結果が図3で ある。以下、3つ の興味深い点が指摘できる。第1に 、QCや
改善提案 といった職場の問題解決施策か ら業績に至 るパスは、有意な係数を示 しており、
問題解決施策の導入は業績により直接的な影響を与えている。第2に 、問題解決施策は、
技能形成や定着維持労務管理の両施策(長 期雇用 ・福利厚生)に よって支持 され、機 能










3探 索 的因 子 分 析(主 因子 法 、 バ リマ ッ クス 回 転)で は 、 固有 値1以 上 で4つ の 因 子 が 抽 出 され 、
各 項 目 とも特 定 の 因 子 に高 い 負 荷 量(.35以 上)を 示 して い た。 ま た 、 確 認 的 因 子 分 析 の 結 果 、H
RM施 策4因 子 モデ ル の適 合 度 指 標 はx2=115.89(84),GFI=0.94,IFI-0.95,CFI-0.95,RMSEA=0。03
と高 い適 合 度 を示 してい た 。 さ ら に、全 項 目が1因 子 で 説 明 され る こ と を仮 定 した 「1因 子 モ デ ル 」
と各 項 目が互 い に独 立 して い る こ と を仮 定 す る 「独 立 モ デ ル 」 のx自 乗値 は 、それ ぞれx2=240.93
(90)、x2-722.83(105)で あ り、4因 子 モ デ ル の値 よ りも有 意 に高 か った 。 一連 の結 果 は 、15項 目の
施 策 が4つ の次 元 と して 回答 者 に捉 え られ て い る こ と を示 す 。 これ ら4因 子 の 信 頼 性 係 数(a)は 、
下 限値 で あ るa=.60を 超 え て いた 。
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図3.HRM施 策の連鎖パターンと業績に関する共分散構造分析結果
力が高められ ることによって高業績に結びつくとい う、HRM施 策の構造的特質の1側
面が、本結果か ら確認されたといえる。
5.結 語
以上の2つ の研究か ら、人的資源管理 の日本的特質 として、次のよ うな点が示唆 され
る。まず第!は 、管理者のスキル発揮パ ターンの 日本的特質である。研究の対象 となっ
た10の アジアの国或いは地域の中で、 日本人管理者は明らかに固有な発揮パターンを示
していた。すなわち、日本人管理者は戦略の策定や組織化(チ ーム編成 ・動員)の ビジ















たしうる問題解決施策は必ず しも単体 として業績向上に寄与 しているわけではなく、定
着維持労務管理や技能形成の各側面が効果的に機能し、システムとして統合化 された場
合において、最もその真価を発揮するといえよう。 こうした点を踏まえると、日本の企
業組織 は、このようなシステムとしての強みを組織内に取 り込むことで競争力を確保 し
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多く(例 えば、Pfefferl994)で は、いかなる施策が業績に貢献し得 る 「ベス ト・プラク
ティス」であるかを明らかにすることに力点が置かれているが、本稿で示 したアプロ7
チは、HRMシ ステムとしての全体構造を探る試みであり、単に個別の施策¢)有効性の
みを追及するのではない。む しろ、システム としての人的資源のデザインの重要性 を示
唆している。









ルにもたらす。 こうした組織能力の拡大を可能にする 「設計(planning)」 を重視 した
























∠4〃aerica:万 α刀勞ρ1α漉 診ηgand2》 αη砂わ厂脚 加g丿rapanes(3ルfanage;〃sentsソstems:331-59.
NewYork:OxfordUniversityPress.



















Yamashita,S.(ed.)1991.7レαη罐7q々4ρ αηε3ε距c乃 〃010gソ α雇 ハ勿 ηαgε〃78ηπo訪 θ!弖5εoη
counties.Tokyo:UniversityofTokyoPress.
問 宏1963.『 日本 的 経 営 の 系 譜 』 日本 能 率 協 会.
1971.『 日本 的 経 営 一 集 団 主 義 の 功 罪 』 日本 経 済 新 聞 社.
市 村 真 一(編 著)1998.『 ア ジ ア に 根 づ く 日本 的 経 営 』 東 洋 経 済 新 報 社.
(編 著)1998.『 中 国 か ら み た 日本 的 経 営 』 東 洋 経 済 新 報 社.
板 垣 博(編 著)1997.『 日本 的 経 営 ・生 産 シ ス テ ム と 東 ア ジ ア ー 台 湾 ・韓 国 ・中 国 に お
け る ハ イ ブ リ ッ ド工 場 』 ミネ ル ヴ ァ 書 房
岩 田龍 子!977.『 日本 的 経 営 の 編 成 原 理 』 文 真 堂.
260陳 子 光 、竹 内 規彦 、林 幗 兒
加護i野忠男 ・野 中郁次郎 ・榊原清則 ・奥村 昭博1985.『 目米企業 の経営比較一戦 略的
環境適応 の理論』 日本経済新聞社.
小池和男1977.『 職場 の労働組合 と参加一 労資関係 の 日米比較』 東洋経済新報社.
1981.『 中小企業 の熟練一人材形成 の しくみ』 同文館 出版.
Minztberg,H.1973.TheNatureofManagerialWork,NewYork:Harper.
三戸 公1991.『 家の論理 』 文真 堂.
根 本正夫1983.『TQCと トップ ・部課長 の役割』 日科技連.
西 田耕 三!982.『 日本社会 と日本 的経 営一 社会結合論アプ ローチ』 文真 堂.
澤木聖子1996.「 海外 日系企業 にお ける管理 的機 能の開発 と人的資源 のグローバル化戦
略に関す る研 究一 台湾の現地雇 用管理職 の職務意識調 査 を通 じた人材育成 開発 へ の
一試論一」 名古屋 大学大学院 国際開発研 究科提 出博 士学位論文 .
津 田眞澂1977.『 日本 的経営 の論理』 中央経済社.
占部都美1977.『 経 営参加 と日本的労使 関係』 白桃書房.
1978.『 日本 的経営 を考 える』 白桃 書房.
若林 満 ・陳 子光 ・黄 国隆2000.「 ビジネス ・プ ロセス と管理 スキルの国際比較研
究一 日本 、 中国、台湾企 業管理者 にお ける管理ス キル発揮パ ター ンの分析か ら一 」
『経営行動科学』13(3):125-36.
